
新潟市まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015～2019）の進捗状況について 

2015年 10月に、5か年の計画（2015年度から2019年度まで）である「新潟市

まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定した。 

計画期間の５年目である201９年度の進捗状況について、下記のとおり報告する。 

■ 本市の人口の現状について 

  我が国の総人口は2010年以降、減少局面に入っており、今後も長期の人口減少が見込

まれている。 

本市の人口も 2005 年以降、減少が続いている。2019 年の推計人口は 796,500 人

となり、前年に比べ▲4,082人（0.5％減）となった1。 

超高齢社会の進展による高齢者人口の増加から、死亡数が年々増加している。その傾向

は今後も継続することが予測されるため、減少局面が一定程度継続することが見込まれる。 

※推計人口は、直近の国勢調査人口を基にその後において届出のあった日本人及び外国人の出生・死亡

と転入・転出を加減して算出している総人口

○ 自然動態では、出生数が5,436人（前年比4.4％減）と減少が続いている 1。2019

年の本市の合計特殊出生率は現時点で公表されていないが、全国は1.36（前年比0.06

低下）、新潟県は 1.38（前年比 0.03 低下）となっている2。なお、本市の 2018 年の

合計特殊出生率は1.33で、全国、県よりも低くなっている3。 

一方で、死亡数は 9,224 人（前年比 2.1％増）と増加が続くことから、自然動態の 

減少幅は、年々拡大している 1。

○ 社会動態では、2019 年は▲294 人の転出超過となった。転出超過は 4年連続で、 

県内からは転入超過が続く一方、県外への転出超過が続いている 1。

1 新潟県「令和元年新潟県人口移動調査」（2020年 3月 13日）毎年 10月 1日現在の推計人口を調査
2 厚生労働省「令和元年（2019）人口動態統計月報年計（概数）の概況」（2020年 6月 5日）
3 新潟県「令和元年福祉保健年報」（2020年 3月 31日）

2018年

推計人口 

自然動態 社会動態 前年比 

増減 

2019年

推計人口 出生 死亡 増減 転入 転出 増減 

800,582 5,436 9,224 ▲3,788 30,541 30,835 ▲294 ▲4,082 796,500 

単位:（人） 
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【進捗区分 】
A … 目標を達成した進捗 C … 目標の8割未満の進捗
B … 目標の8割以上10割未満の進捗  … その他（評価困難なもの）

■ 数値目標及びKPI 進捗状況について 

 基本目標ごとに数値目標を設定し、その達成に向け、施策ごとにKPI を設定している。

第１期新潟市まち・ひと・しごと総合戦略の最終年度である2019年度の進捗状況は表の

とおりとなった。 

＜数値目標＞ 

分野 
基本 

目標 
数値目標 

2019年度 

実績値 

2019年度 

目標値 
評価 

しごと 

（１） 社会動態 ▲294人 470人以上 C 

（２） 

観光入込客数 1,864万８千人 2,220万人 Ｂ 

延べ宿泊者数 235万1千人 225万5千人 A 

ひと （３） 

住んでいる地域の子育て環境や 

支援の満足度（５段階評価） 
2.9 3.5 B 

夫婦が理想とする子どもの人数

（2.55）と実際にもつつもりの 

子どもの人数（2.23）の差を縮小 

0.45 0.32未満 Ｃ 

まち （４） 
「住みやすいまち」と思う人の

割合 18.5% 50.0% C 

 ＜KPI 進捗状況＞ 

分野 
基本 

目標 

KPI 

設定数 

進捗状況 

【A】 【Ｂ】 【Ｃ】 【－】

しごと 

（１） 

（２） 

20 12 １ ７ 0 

ひと （３） 21 10 2 7 2 

まち （４） 15 9 3 ３ 0 

計 56 31 6 17 2 

KPI の進捗状況については、57.4％が目標を達成（その他のものは集計から除く）と

なっており、８割以上の進捗のものを合わせると68.5%が概ね目標を達成となった。 

達成できなかったKPI については、課題などを検証し、今後の方向性を踏まえながら、

効果的な施策の推進を図っていく。 
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■ 第１期総合戦略の主な取り組みと課題について 

４つの基本目標を設定し、様々な取り組みを進めてきたが、東京圏への一極集中の傾向 

が継続しており、若年層を中心とした人口流出に歯止めがかかっていない。今後も危機感 

を持って人口減少社会に対応する取り組みを進める必要がある。 

基本目標ごとに第１期総合戦略の主な取り組みと課題を以下のとおり取りまとめた。 

なお、新型コロナウイルス感染症は、本市においても市民生活はもとより地域経済の面 

で様々な業種に深刻な影響を及ぼしていることから、課題や今後の方向性については、そ

の影響を踏まえたものとしている。 

＜しごとの創生＞ 

基本目標（１）新たな産業集積による雇用創出 

数値目標 策定時点 
2015年 

（実績値） 

2016年 

（実績値） 

2017年 

（実績値） 

2018年 

（実績値） 

2019年 

（実績値） 
目標値 

社会動態 
▲115人 

（2014年）
554人 ▲320人 ▲419人 ▲221人 ▲294人 

470人 

以上 

新規立地に伴う雇用者数の増など、しごとづくりの面では一定の成果があったが、就職 

時において、若年層（特に女性）が東京圏へ流出しており、社会動態はマイナスとなった。 

〇 優良企業の立地促進については、企業立地関連助成制度の PR 及び誘致活動を実施す

るとともに、新たな工業用地確保に向けた取り組みやオフィスビルのリノベーション支

援などを実施した。不足する工業用地や、既存オフィスビルのOAフロア化に加え、他

都市との立地競争が激化しているため、本市が選択されるためには立地環境を含めた企

業ニーズへの対応が必要である。 

〇 中小企業の経営力強化に向け、設備投資及び固定資産税相当額などを支援した。新型

コロナウイルス感染症の影響を受け、企業の雇用状況にも悪影響が出ていることから、

市内の雇用環境の維持を図るためにも、企業の事業継続を支援するとともに、生産性の

向上に向け、設備投資や、新商品・サービスの開発や販路の開拓、新事業の展開などを

支援する。また、社会経済状況の変化を的確に捉え、テレワークの導入に対する支援の

ほか、働きやすい職場づくりを促進し、市内企業が就職先として選ばれるよう後押しを

行っていく。 

〇 移住・定住に向けた支援については、新型コロナウイルス感染症の影響により、地方

での生活を考えることや働き方に変化をもたらしている機会に、独自の支援制度を創設

するなど、新潟暮らしの魅力発信と併せて促進を図る。 
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基本目標（２）創造交流都市としての拠点性を活かした交流人口の拡大 

数値目標 策定時点 
2015年 

（実績値） 

2016年 

（実績値） 

2017年 

（実績値） 

2018年 

（実績値） 

2019年 

（実績値） 
目標値 

観光 

入込客数 

1,845万 

  5 千人 

（2014年）

2,005万 

 7 千人 

1,860万 

 5 千人 

1,862万 

 3 千人

1,954万 

 9 千人

1,864万 

 8 千人

2,220 

   万人 

延べ 

宿泊者数 

214万 

  6 千人 

（2014年） 

212万 

 9 千人 

213万 

 7 千人 

219万 

 3 千人 

222万 

 9 千人 

235万 

 1 千人 

225万 

 5 千人 

 大型イベントの有無や天候、自然災害の影響もあり、観光入込客数は未達成だったが、 

海外向けプロモーションの展開、体験型観光の充実、MICE 誘致により、延べ宿泊者数は 

増加した。 

〇 多様な来訪者の獲得については、民間事業者が取り組む体験型観光の充実や受入環境

整備への支援及び様々なメディアを活用したプロモーションを展開した。また、新潟駅

を起点として、本市が誇る魅力をストーリーでつなげた観光エリアを創出した。 

〇 一方で新型コロナウイルス感染症の拡大により、宿泊業などの観光業が甚大な影響を

受けていることから、感染症の収束後を見据え、状況に即した情報発信や県・連携自治

体との共同セールス・プロモーションを企画するなど、観光需要の喚起につなげていく。    

 また、団体旅行から個人旅行へ形態がシフトしていることから、体験型観光など個人

旅行に対応した観光情報サイトなどを充実させるほか、ストーリープロジェクトにより

創出した観光エリアが継続、発展していくよう「新しい生活様式」の視点を取り入れた

体験型観光の充実に向けた支援を行い、民間事業者の自発的な取り組みをサポートする。 

〇 交流人口の拡大による地域経済の活性化につなげるため、官民一体となってMICE 誘

致の推進・支援を行った。現在はコンベンションなどの開催の見込みが立たない状況で

あるが、経済波及効果が大きいため、収束後を見据え、助成制度を拡充して誘致活動を

展開していく。誘致活動の際はアクセスの良さや充実した会場設備のほか、コンベンシ

ョン主催者の満足度が高いというアンケート結果などを強みとして進めていく。 
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＜ひとの創生＞ 

基本目標（３）ライフステージに応じた一貫した支援による少子化の克服 

数値目標 策定時点 
2015年度 

（実績値） 

2016年度 

（実績値）

2017年度 

（実績値）

2018年度 

（実績値）

2019年度 

（実績値）
目標値 

住んでいる地域の 

子育て環境や支援の 

満足度（5段階評価） 

2.9

(2013年度) 
2.7 2.8 2.8 2.9 2.9 3.5 

夫婦が理想とする 

子どもの人数（2.55）

と実際にもつつもりの

子どもの人数（2.23）

の差を縮小 

0.32 

(2014年度) 
0.44 0.36 0.37 0.39 0.45 

0.32 

 未満 

子育て環境や支援については、待機児童数0人の継続や放課後児童クラブの利用者増な

ど、様々な取り組みを行っているが、市民の実感が伴うまでに至っていない。 

理想とする子どもの人数は増加している一方で、実際にもつつもりの人数は減少してお

り、その理由として、経済的な理由や、仕事と子育ての両立の難しさが挙げられている。 

〇 子育て支援のより一層の充実については、私立保育園などの新設・増改築を促進し、

必要な定員の拡充を図った。また、１次募集での未決定者を対象とした調整を実施し、

待機児童0人を継続した。保育所利用者の要望に応えきれないケースもあるため、必要

な施設整備に加え、AI 技術を導入し、入園のための利用調整を迅速かつ正確に行うとと

もに、利用者のニーズに対応したきめ細かい調整に取り組んでいく。 

また、放課後児童クラブの利用児童数が増加していることから、受け入れ体制の強化

と施設整備を行った。今後も施設の狭あい化解消を図る必要があるため、小学校の余裕

教室の活用を基本とし、施設整備を実施していく。 

〇 新型コロナウイルス感染症の影響に配慮しつつ、安心して子育てできる環境づくりを

進め、結婚・出産・子育てへの切れ目のない支援を行っていく。 

〇 ワーク・ライフ・バランスの推進については、男性が育児休業を取得した場合に奨励

金を支給するとともに、働き方改革の推進に向けて取り組む企業の表彰など、働きやす

い職場環境の整備を支援した。一方で家事や育児など、男性の家庭生活への参画を推進

するためには、職場や男性のより一層の意識改革が必要である。引き続き育児休業取得

に対する奨励金を支給するほか、男女の意識の格差を縮小させるための夫婦向けセミナ

ー開催など、効果的な啓発事業に取り組む。 
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＜まちの創生＞ 

基本目標（４）地域力・市民力を活かした誰もが安心して暮らせるまち 

数値目標 策定時点 
2015年度 

（実績値） 

2016年度 

（実績値） 

2017年度 

（実績値） 

2018年度 

（実績値） 

2019年度 

（実績値） 
目標値 

「住みやすい 

まち」と思う人

の割合 

31.5% 

(2015年度) 
31.5%  18.5% 50.0% 

地域の茶の間の設置数の増加など、多様な人々がつながりを持ち、いきいきと暮らせる 

地域社会の推進や、持続可能な公共交通体系の構築などに努めたが、「住みやすいまち」と

思う人の割合は未達成となった。 

〇 市民生活での安心・安全の確保については、「地域の茶の間」の運営を支援した。区の

設置数に差及び参加者の固定化などの課題があることから、誰もが気軽に参加できる環

境づくりを推進し、地域間格差の解消や活動の充実につなげる。また、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により、様々な活動の開催が難しくなっていることから、「新しい生活

様式」に対応した人と人のつながりを検討しつつ、地域包括ケアの推進、健康寿命の延

伸、コミュニティ活動の支援など、多様な人々がつながりを持ち、いきいきと暮らせる

地域社会を形成していく。 

〇 持続可能な公共交通については、新たな交通システム（BRT）の導入とともに、乗り

換え拠点などの整備やバス路線を再編した。バス利用環境の改善を引き続き行い、持続

的な運行に向けて運行事業者と連携し、取り組みを進めていく。区バス・住民バスにつ

いては、利用ニーズにあったルートや運行便数の変更を行った。引き続き、利用実績に

即した路線の設定や、鉄道、他路線とのネットワーク構築を進める。新型コロナウイル

ス感染症の影響により、バスの利用者が減少しているため、公共交通の確保及び維持に

向け、必要な対応を行っていく。 

〇 まちなか再生の推進については、新潟都心部の魅力を官民が連携し、磨き上げて発信

していく必要があることから、「新潟都心の都市デザイン」や「古町地区将来ビジョン」

を策定した。今後は具現化を進めるとともに、「都市再生緊急整備地域」の指定に向けた

取り組みを進めていく。
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